












































































































































































































































































































































































世 帯 数 35,000世帯
有 権 者 数 75,000人
支 所 数 ２カ所
議 員 数 36人
選挙管理委員数 ４人
公 平 委 員 数 ３人



























































































































































































































































































































































































































































































































































































17　IULA（International Union of Local Authorities）が1998
年に策定した「世界地方自治憲章」草稿では，財政の自
治について，①財源の裁量性，②業務に対する財源の十
分性および権限移譲にともなう財源の付与，③財源に対
する自己決定権，④地方税の一般性伸縮性柔軟性，⑤財
政調整制度の必要性，⑥財政調整ルール策定への地方
自治体の参加保障，⑦移転財源に対する裁量性の尊重，
⑧資金調達方法の充実，を列記している（要約は飛田
2013：ivによる）。
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